


















(1) 最大判 1954 年 11 月 24 日刑集 8巻 11 号 1866 頁（新潟県公安条例を合憲と判
断した判決）。新潟県公安条例事件最高裁判決については，鵜飼信成А公安条
例問題の帰結Б『判例時報』39 号（1954 年）1頁以下，M・S・NА公安条例
の合憲性Ё新潟県条例に最高裁の判決ЁБ『時の法令』155 号（1954 年）17 頁
以下，田中二郎А公安条例の合憲性とその限界（1）ИЙ最高裁の判決を中心





リスト』82 号（1955 年）19 頁以下，橋本公亘А判批Б我妻栄編集代表『判例
百選〔第 2版〕』（1965 年）22 頁以下，蟻川恒正А法令を読む（3）Б『法学セミ
ナー』667 号（2010 年），植村勝慶А判批Б長谷部恭男ほか編『憲法判例百選
Ⅰ〔第 7版〕』（2019 年）177 頁以下等を参照。


























1961 年）188～190 頁を参照［初出は 1960 年］。








































部司令官の指令に基づいて，大阪府は，1946 年 12 月 20 日に，行列，デモ
行進，集会等は，その実施 5日前に責任者が，参加する団体名等を大阪府警
察部（公安課）に届け出て認可を受けなければならない旨を告示した（大阪府
告示 623 号）。その後，1948 年に起きた朝鮮人騒擾事件等を背景として，第
25 師団長は集会やデモ行進などに対する制限を強く求めるようになり，大








大阪市公安条例（行進，示威運動及び公の集会に関する条例）を 7月 31 日に制
定した。この旧大阪市公安条例は，届出制を採用していたが，その内容に対
する批判が各方面から寄せられたため，8月 18 日に大阪市長が専決処分
（地方自治法 179 条）で同条例の効力を停止し（9月 30 日，大阪市会承認〔地方自
治法 179 条 3 項〕），10 月 5 日に，連合軍総司令部の試案を踏まえた許可制の
大阪市公安条例（行進及び示威運動に関する条例）が制定された（旧大阪市公安
条例は廃止)(13)。その後，各地で公安条例が制定されていくが，この時期の




























































































































































と解するのが相当である（最高裁昭和 26 年（あ）第 3188 号同 29 年 11 月 24 日大




























趣旨であることが認められるБとしさらに，新潟県公安条例А1 条 2 項 6 条
及び 7条によれば，これらの行動に近似し又は密接な関係があるため，同じ
対象とされ易い事項を掲げてこれを除外し，又はこれらが抑制の対象となら




























(19) M・S・N・前掲註（1）19 頁，奥平康弘А集会・結社の自由に関する 1950 年
代判例理論の検討Б同㈶表現の自由ⅢИЙ政治的自由ИЙ㈵（有斐閣，1984
年）134～135 頁［初出は 1959 年］。
(404)
83Ё3Ё134




















報㈵1 巻（1948 年）36 頁。
(21) 渡辺治А政治的表現の自由法理の形成ИЙ戦後憲法理論史のための序章ИЙБ

























年報㈵3 巻 1 号〔1950 年〕385～386 頁），この高辻の意見と新潟県公安条例事
件最高裁判決とはА同趣旨であるБという指摘もある（田上穰治А公安条例に
おける許可制と届出制Б㈶警察研究㈵45 巻 7 号〔1974 年〕55 頁）。但し，高辻
の意見はあくまでも東京都公安条例の改正案に即したものであることにも注意
する必要がある。なお，東京都公安条例の制定過程については，横田耕一
А㈶公安条例㈵の制定過程ИЙ東京都条例の場合ИЙБ㈶法律時報㈵39 巻 12 号
（1967 年）57 頁以下を参照。


























































































































































































































(45) 東京地判 1967 年 5 月 10 日下刑集 9巻 5号 638 頁（東京都公安条例事件最高裁
判決による合憲判断を踏まえた上で，東京都公安条例の下でのА運用Бを違憲
と判断した判決）。






























































































(52) 東京高判 1954 年 9 月 15 日高刑集 7巻 10 号 1507 頁（旧静岡県公安条例を違憲
と判断した判決〔なお，本文で東京高裁判決を引用する際に，誤植と思われる




























































(53) 芦部編・前掲註（38）596頁［佐藤］。同様の観点から，新潟県公安条例 4条 1
項についての合憲限定解釈を提唱した河原の見解を批判するものとして，芦部
信喜А表現の自由Б同『現代人権論ИЙ違憲判断の基準ИЙ』（有斐閣，1974
年）106～107 頁［初出は 1963 年］，芦部・前掲註（49）517～518 頁（註
（12））を参照。
(418)
83Ё3Ё148
